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Ⅶ ＤＶに関する施策 

【必要な施策】 

配偶者や交際相手への暴力を防止するために必要な施策は、「加害者への罰則を強化する」53.6％、「暴力をふ

るったことのある者に対し、二度と繰り返さないための教育を行う」35.7％、「学校または大学で児童・生徒・学

生に対し、暴力を防止するための教育を行う」29.7％の順に高くなっている。 

また、被害者への必要な支援施策は、「暴力をふるう相手から一時的に逃れる場所の提供」40.6％、「身近な相

談窓口の充実」26.4％、「心理カウンセリング」23.8％、「母子生活支援施設やステップハウスなど、自立のため

の準備期間を過ごす中間的な施設の増設」23.3％、「生活保護や児童扶養手当支給に係る手続の迅速化」16.7％の

順に高くなっている。 

（問）配偶者や交際相手への暴力を防止するためにはどのようなことが必要だと思いますか。（３つまで） 
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家庭で保護者が子どもに対し、暴力を防止するための教

育を行う

学校または大学で児童・生徒・学生に対し、暴力を防止す

るための教育を行う

地域で、暴力防止のためのネットワークづくりなどを行う

暴力防止のための広報・啓発活動を積極的に行う

暴力をふるったことのある者に対し、二度と繰り返さない

ための教育を行う

加害者への罰則を強化する

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌・コンピューター

ソフトなど）を取り締まる

その他

特にない

全体

男性

女性
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（問）被害者への支援施策としてどのようなことが必要だと思いますか 

※1 母子家庭等に支給される手当 

※2 様々な事情で生活が困難な母子世帯等を保護するとともに自立促進のための支援を行う施設 

※3 配偶者等からの暴力の被害者が、緊急一時保護のあと、就労など自立の準備をしながら生活する施設 
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暴力をふるう相手から一時的に逃れる場所の提供

当面の生活費の貸し付け

生活保護や児童扶養手当(※1)支給に係る手続きの迅速

化

母子生活支援施設(※2)やステップハウス(※3)など、自立

のための準備期間を過ごす中間的な施設の増設

民間賃貸住宅の契約時の身元保証

公的賃貸住宅への優先入居や入居条件の緩和等（保証

人・住民票の有無等）

就労のための技能・資格取得の支援

仕事の紹介・斡旋、就職時の身元保証

心理カウンセリング

身近な相談窓口の充実

友だち・仲間づくりの支援等

職務関係者（官公庁、病院、学校など）の不適切な言動

（「あなたも悪いところがある」等）による、二次的被害の

防止

子どもへのカウンセリング

保育所や学童保育の入所についての配慮

男性被害者への支援

その他

全体

男性

女性
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【京都府の施策の認知度】 

 京都府が行っている配偶者等からの暴力に関する施策の認知度は、「京都府配偶者暴力相談支援センターでの相

談、民間団体との連携による一時保護等」21.6％、「母子家庭のための職業訓練、給付制度に関する情報提供」17.7％、

「自立支援グループワーク実施」14.8％、「府保健所の婦人相談員による相談」14.6％の順で高くなっている。 

 

（問）京都府が行っている配偶者等からの暴力に関する次の施策として知っているものをお選びください。 

（いくつでも） 
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0% 5% 10% 15% 20% 25%

ＤＶ防止集中啓発講座（ＤＶを考えるつどい・講座）の

実施

京都府配偶者暴力相談支援センターでの相談、民間

団体との連携による一時保護等

府保健所の婦人相談員による相談

自立支援グループワーク実施

住民基本台帳の閲覧の制限等に関する市町村との連

携

母子家庭のための職業訓練、給付制度に関する情報

提供

府営住宅優先入居の実施、民間賃貸住宅への入居に

関する情報提供

パープルリボンキャンペーン（市町村街頭啓発・パー

プルライトアップ）

ＤＶ防止のためのリーフレット「ＤＶに気づいてください」

デートＤＶ防止のためのリーフレット「ずっとシアワセで

いるために」

ＤＶ防止啓発カード・シール

ＤＶ加害者を対象とした更生のためのカウンセリング

その他

全体

男性

女性
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【相談窓口の認知度】 

 相談窓口の認知度は、「警察」76.4％、「福祉事務所、市町村、保健所」32.4％、「民間の専門家や専門機関」31.8％

の順で高くなっている。 

 行政機関の相談窓口に必要な機能は、「被害者が相談する場所等について、安全やプライバシーが確保されるよう

に配慮する」55.1％、「被害者にとって身近な相談窓口を増やす」54.2％、「被害者や子どもを保護してくれる施設

を増やす」48.4％の順で高くなっている。また、男女別では、女性の方が５ポイント以上高いのは「被害者にとっ

て身近な相談窓口を増やす」「相談窓口や支援の内容について、もっと積極的に広報を行う」「被害者が相談する場

所等について、安全やプライバシーが確保されるように配慮する」「夜間や休日の緊急対応を充実させる」「被害者

や子どもを保護してくれる施設を増やす」となっている。 

 

（問）配偶者や交際相手からの暴力について相談できる窓口として知っているものをお選びください。（いくつで

も） 
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配偶者暴力相談支援センター（婦人相談所）

警察

男女共同参画センター／女性センター

福祉事務所、市町村、保健所

人権擁護委員、民生児童委員

法務局・地方労働局

民間の専門家や専門機関（弁護士、カウンセリング機関、

民間緊急一時保護施設（民間シェルター）、NPO団体な

ど）

医療機関（医師・看護師など）

学校関係者（教員、養護教員、カウンセラーなど）

その他

全体

男性

女性
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（問）行政機関の相談窓口にどのような機能を求めますか。（いくつでも） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

被害者にとって身近な相談窓口を増やす

相談窓口や支援の内容について、もっと積極的に広報を

行う

被害者が相談する場所等について、安全やプライバシー

が確保されるように配慮する

夜間や休日の緊急対応を充実させる

被害者や子どもを保護してくれる施設を増やす

法律や医療の専門相談を受けられるようにする

バリアフリーや手話、外国語による相談など、様々な相談

環境を整備する

その他

全体

男性

女性
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【加害者への対応】 

 加害者対応に必要なことは、「罰則強化」53.4％、「警察や保護観察所等と連携した再発・再犯防止活動、更生保

護活動」52.8％、「加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチ」40.5％の順で高くなっている。 

 また、男女別では、女性の方が５ポイント以上高いのは「警察や保護観察所等と連携した再発・再犯防止活動、

更生保護活動」「加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチ」となっている。 

 

（問）加害者への対応について何を求めますか。（いくつでも） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

警察による加害行為への

気づきを促す働きかけ

加害への気づきを促す情

報提供や効果的な広報啓

発活動

男性相談窓口の設置

罰則強化

警察や保護観察所等と連

携した再発・再犯防止活

動、更生保護活動

加害者に対する精神医学

的・心理学的アプローチ

（加害者治療やカウンセリ

ングの推進）

その他

全体

男性

女性


